
ヨーロッパ人の罪状

　コロナ禍の終焉はいつになるの
だろうか。今回は伝染病の世界史
のようなものを追ってみたい。特
に、アメリカ両大陸へ持ち込まれ
たヨーロッパからの伝染病の悲劇
には罪深きものを感じさせられる。
多くのアメリカ先住民の命が失わ
れた。それは、ヨーロッパ人の銃
や剣による犠牲者よりもはるかに
多かったと伝えられている。
　1519年。スペインの侵略者コ
ルテスは、当時、人口数百万人の
メキシコのアステカ帝国を600人
のスペイン兵で征服した。その時、
スペイン兵の持ち込んだ天然痘の
大流行が勝負を決めたとされてい
る。1618年には2,000万人の人
口が、なんと160万人へと激減し
ている。
　1531年。スペインの侵略者ピ
サロは、人口数百万人のインカ帝
国を、168人の兵士で征服したが、
兵士の持ち込んだ天然痘による死
者が多かったと伝えられている。
1526年には皇帝ワイナ・カパッ

クも天然痘で死亡している。
　一方、北米大陸では、コロンブ
スのアメリカ大陸発見以来、200
年も経ないうちにアメリカ先住民
の人口は95％も減少したと推定
されている。当時、アメリカ大陸
には約2,000万人の先住民が暮ら
していた。
　先住民は、ヨーロッパ人たちに
会うまで健全だった。ヨーロッパ
人の持ち込んだ天然痘、麻疹、イ
ンフルエンザ、チフス、ジフテリ
ア、マラリア、おたふく風邪、百
日咳、ペスト、結核、黄熱病など
に襲われた。例えば、1880年、
カナダ太平洋鉄道がサスカチェワ
ン地域を貫いて建設された時、ア
メリカ先住民の人口の９％が毎年
結核で死んだと伝えられている。
騎兵隊とインディアンとの戦いは、
ハリウッド映画の産物だと言える。

コロンブスの持ち込んだ伝染病

　他方、ハワイ諸島では、1779
年に有名なクック船長とともに梅
毒、淋病、結核、インフルエンザ
が上陸して、1804年には腸チフ

スが流行した。そうした中、
1779年に50万人あった人口は、
1853年には驚くべきことに8万
4,000人に激減している。さらに、
その後、天然痘がハワイを見舞っ
た時には、残りの人口のうち約１
万人が犠牲になったと伝えられて
いる。
　また、1492年にコロンブスが
やって来た時、約800万人だった
イスパニョラ島（ハイチ、ドミニ
カ）の先住民は1535年でゼロに
なったと言う記録がある。伝染病
の恐ろしさが伝わってくる。同時
に、「大陸発見だ」「大陸上陸
だ」という歓喜の裏側には、伝染
病の恐怖が張り付いていたことに
なる。“文明的殺人”と言っても
過言ではない。私たちは光の部分
しか知らされていないが、歴史の
陰の部分には、ヨーロッパからの
負の部分が張り付いていたのであ
る。
　アメリカ大陸は約2,000万人の
先住民が暮らしていたと見られて
いるので、コロンブスのアメリカ
大陸発見以降、200年も経たない

うちに、先住民の人口は95％へ
と減少したものと推定されている。
アメリカ先住民は、ヨーロッパ人
たちと出会うまで、ユーラシア大
陸の病原菌にさらされたことがな
かった。彼らには免疫力がなかっ
たのである。かれらは天然痘、麻
疹、インフルエンザ、チフスとい
った病原菌に襲われたのだ。さら
に続いて、ジフテリア、マラリア、
おたふく風邪、百日咳、ペスト、
結核、黄熱病などが彼らを襲った
と言われる。
　ユーラシア大陸を起源とする病
原菌は、世界各地で先住民の人口
を大幅に減少させた。太平洋諸島
の先住民、オーストラリアのアボ
リジニ、南アフリカのコイサン族
（ホッテントット、ブッシュマ
ン）らもユーラシア大陸からの病
原菌で大量に死んでいる。その累
計死亡数は50～100％に達したと
見られている。

「アメリカ発見」の暗部

　私たちは「コロンブスのアメリ
カ発見」とか言って、冒険心にあ

ふれたプラスの部分だけに光を当
ててきた。だが、そのマイナス部
分では、ヨーロッパ人の持ち込ん
だ恐ろしい伝染病が歴史の陰の部
分となっている。
　以上は、「アメリカ発見」のマ
イナス部分に光を当てたものだが、
ヨーロッパ人の持ち込んだ多くの
病原菌で、多数のアメリカ原住民
が死んでいった。アメリカ両大陸
ともに、ヨーロッパ人に占拠され
たが、彼らの原アメリカ人に与え
た最大の被害は剣でも銃でもない。
ヨーロッパ人の持ち込んだ、ユー
ラシア育ちのいろいろな病原菌だ
ったと言える。
　このように、いろいろな病原菌
は伝染病となって、一つの民族、
種族を死滅させるほどの破壊力を
持っていた。現在、私たちはそう
した脅威を克服するだけの科学力
を有しているので、過去のような
悲劇にまでは至らない。しかし、
生き残った菌も、生き延びるため
に次々と工夫して、人類を脅かす
に違いない。その意味で、その攻
防は永遠の課題だと言える。

　さて、今回の新型コロナウイル
スの発生源が中国・武漢であるこ
とは明白である。２月23日現在
の被害死亡者数は、主要34カ国
で389万6,509人に達している。
恐らく最終的には400万人を超す
ことになろう。うち最大の被害国
は米国をトップにインド、ブラジ
ルであると見られる。国土の大き
い国ほど、そして人口の多い国ほ
ど被害は大きいようだ。
　しかし、発生源である中国が世
界最大の人口を抱えながら、２月
24日現在、10万人ほどの死者数
レベルでしかない。このことが、
実に不思議な現象として受け止め
られている。それは発生時の国の
対応が、時に人権無視と言われる
ほど厳しかったからだろうか。
　残る問題は、武漢での発生がど
ういうプロセスを経て拡大したの
か。果たして発生源が本当にコウ
モリだったのか。コロナ菌発生に
関する根本的な解明が待たれる。
（シャレド・ダイヤモンド博士の
『銃・病原菌・鉄』（草思社）か
ら多くを引用）

伝染病世界史の断片を追う
アメリカ両大陸に広がる恐怖
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コロナ禍で格差・脆弱性が顕在化

―ロシアのウクライナ侵攻に、
世界の誰もが衝撃を受けています。
日本政府としても、いち早くロシ
アに対する制裁を決めたほか、ウ
クライナ人の避難民についても一
定の受け入れ方針を示すなど対応
を急いでいますね。
　２月下旬以降G7の首脳・外相
会合が相次いで開催され、ロシア
によるウクライナ侵略を強く非難
した上で、制裁措置が講じられた。
　日本政府もロシアに対する強力
な制裁を発動するとともに、ウク
ライナに対する少なくとも１億ド
ル規模の借款による支援に加え、
ウクライナ及びその周辺国に対し
１億ドルの緊急人道支援をG７や
国際機関等と連携しながら実施す

ることを決定した。

―この２年余りの間、新型コロ
ナウイルスのパンデミックで大変
な影響が世界に広がりました。そ
の上、日本にとっては重要な援助
対象国で歴史的な情勢変化も続い
てきました。多国間でも、二国間
でも国際協力の課題が山積してい
るように思います。
　新型コロナウイルスの感染拡大
がこれほど長く続くとは、誰も想
像しなかっただろう。コロナ禍に
よって開発協力を取り巻く環境は
大きく変わった。ウイルスに感染
した人が苦しむだけでなく、国や
個人間の格差が顕在化している。
感染症と保健医療システムの問題
に加え、社会の脆弱性が露わにな
ってきた。

　また、2021年は２月にミャン
マーで軍事クーデターが起き、８
月にはアフガニスタンでイスラム
原理主義勢力のタリバーンがカブ
ールを制圧した。さらに、エチオ
ピアでは民族紛争が激化し、11
月に非常事態宣言が発令された。
我が国は、米国、オーストラリア、
インドとのQUADの枠組みの下
での協力も強化してきている。
　日本が開発協力で対応すべき課
題は多いが、残念ながら使えるリ
ソースは限られている。日本国内
もコロナ対策などの財政需要が一
層大きくなっており、なぜこうし
た時に外国に援助をするのかとい
う声も国内には厳然としてある。
それだけに、ODAは今まで以上
に戦略的かつ効果的に進めていか
なければならない。しかも、

ODAだけで全ての課題に対応す
ることはできない。ODA以外の
公的資金（OOF）との連携や民
間企業やNGOなどとの連携もま
すます大事になってきている。
　さらに昨年10月末から11月に
英国で開かれた国連気候変動枠組
条約第26回締約国会議（COP26）
では、気候変動対策の動きが一段
と加速し、石炭をはじめとする化
石燃料使用や、気候変動による影
響への対処についての国際世論が
盛り上がった。開発途上国に対す
る支援も、こうした世の中のトレ
ンドを見ながら実施していく必要
がある。
　繰り返しになるが、増大する開
発協力課題を前に、アクターの垣
根を越え、互いの長所を生かした
協力を進めることが不可欠だ。

―岸田文雄政権のリーダーシッ
プや、国際情勢の変化に迅速に対
応する「低重心外交」を自負する
林芳正外務大臣の外交姿勢は、国
際協力の政策に現れてきましたか。
　岸田総理は外務大臣を５年近く
務められ、外交をよくご存知だ。
外務大臣として2015年に「開発
協力大綱」を策定した実績もあり、
開発協力にも通じている。林外務
大臣も長年の議員外交の経験など
を通じ開発協力のことをよく御存
知だ。岸田総理も林大臣も基本的
にこれまでの外交政策を継承して
おり、開発協力政策についても大
きな変化があるわけではない。
　岸田総理の今年１月の施政方針
演説では、「自由で開かれたイン

ド太平洋（FOIP）」やユニバーサ
ル・ヘルス・カバレッジ（UHC）のほ
か、今年８月に開催予定の第８回
アフリカ開発会議（TICAD８）
にも触れられている。こうした岸
田総理の思いを日本の開発協力に
どう具体的に反映していくかがこ
れからの課題だ。

「ラスト・ワン・マイル」に注力

―日本政府は、コロナワクチン
の公平なアクセスを提供する国際
枠組みであるCOVAXファシリティ
との協力を推進しています。東南
アジア諸国連合（ASEAN）では感
染症対策センターの開設を日本政
府が支援する構想もありますね。
開設する場所を決めるのに、予想
以上に時間がかかっているようで
すが、進捗状況はいかがですか。
 コロナ対策には、３つのフェー
ズがある。第一は、感染拡大を続
けるウイルスをどう封じ込めるか。
一番直接的なのはワクチンの供与
だ。それとともに、途上国などで
ワクチンを必要とする全ての人々
が接種を受けられる体制作りをお
手伝いする「ラスト・ワン・マイ
ル支援」が極めて重要だ。
COVAXを通じてワクチンを供給
できるのは、その国の港や空港ま
でで、そこから先の配布に時間が
かかると、ワクチンの有効期限が
切れてしまうこともある。日本は
「ラスト・ワン・マイル支援」と
してコールド・チェーンの構築な
どを支援しており、これからも続
けていく必要がある。
 第二のフェーズは、感染症を含

む保健分野の問題が起きた時の途
上国の対応能力を高めるための協
力だ。つまりは保健・医療分野で
「レジリエントな国づくり」をお
手伝いすることである。
　日本は長年、UHC実現のため
に東南アジアを中心に国際協力を
実施してきた。その国の保健サー
ビスの中核病院から末端の保健
所・診療所に至るまで保健システ
ムを構築しながら、そのシステム
を支えるための医師、看護師、検
査技師などの医療人材も育ててき
た。東南アジアで言えば、一番の
典型例はベトナムだ。ホーチミン
市のチョーライ日越友好病院を中
心に保健システムの整備と人材育
成に貢献してきた。
　こうした路線の延長に、
ASEAN感染症対策センターに対
する協力もある。設立に向けて準
備が続けられているが、日本とし
てはセンターそのものへの協力と
ともに人材育成の面でもお手伝い
する用意がある。
　第三のフェーズは、コロナ禍で
顕在化した脆弱性への対応だ。日
本も含め、多くの国で外国からの
旅客が減り、インバウンド収入が
減った。これは観光に対する依存
度が高い国では死活的な問題だ。
人の動きが制限され、貿易・投資
も影響を受けている。国によって
は政治体制が不安定化したケース
もある。こうした二次的被害から
立ち直るため、開発途上国に対す
る財政支援を円借款で進めている。
東南アジアを中心に2020年度か
ら累計7,000億円の規模で実施し

政策の方針1
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コロナ禍や気候変動などの地球規模課題に加
え、昨年はミャンマーの軍事クーデターやアフガ
ニスタンのタリバーン政権樹立といった歴史的
展開があった。さらに今年２月、ロシアのウクライ
ナ侵攻が起きた。国際社会における政府開発援
助（ODA）の役割について、植野篤志・外務省
国際協力局長に聞いた。
（聞き手：本誌編集委員・竹内 幸史）
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ミャンマーに事態改善の働きかけを続ける


